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令和６年度 全国都道府県教育長協議会第３部会 
研究課題 不登校児童生徒対策に向けた取組について 

調査研究の趣旨 

  不登校児童生徒数が年々増加しており、文部科学省から「誰一人取り残されない学びの保障

に向けた不登校対策（COCOLO プラン）」（R5.3）等が示されるなど、不登校対策は生徒指導

上の喫緊の課題となっている。 
  一方、児童生徒の不登校要因は一人一人異なり把握が困難であること等、実際の支援には多

くの課題が想定されている。 
  現状の把握と課題を整理するため各都道府県の状況を調査・分析し、その結果を共有すると

ともに、必要に応じて国に要望を行い、今後の取組みを適切に進めていくことを目的とする。 

調査概要 

● 調査対象： 

①各都道府県・第３部会構成県指定都市教育委員会 

②第３部会構成県市町村教育委員会 

● 調査基準点：令和６年５月１日 
● 調査期間：令和６年８月１３日から９月１３日 
● 研究担当県：山形県・広島県・静岡県（主査県） 

調査項目 

1 不登校要因の正確な把握について 
2 不登校児童生徒の未然防止、早期発見・早期対応について   
  （不登校対策の体制、心の健康観察） 
3 不登校児童生徒の学びの場の確保、学びの継続について  
  （校内教育支援センター、教育支援センター、学びの多様化学校、 
   フリースクール、ICT 活用） 

１ 不登校要因の正確な把握について 

調
査
結
果 

２ 学校における不登校対策の体制について ３ 心の健康観察について ４ 校内及び学校外の教育支援センターについて ５ ＩＣＴの活用について 

問題行動等調査の課題 

18

9

3

18

6

6

12

① 見直し後項目・要因把握

（①の内、「把握した事実」が要因と結び付か…

（①の内、不登校要因の特定困難）

② 調査対象（本人・保護者への調査必要）

（②の内、調査方法の検討必要、実施困難）

③対象者の基準（不登校の基準）

④その他

県・指定都市

73

39

23

55

20

12

26

① 見直し後項目・要因把握

（①の内、「把握した事実」が要因と結…

（①の内、不登校要因の特定困難）

② 調査対象（本人・保護者への調査必…

（②の内、調査方法の検討必要、実施…

③対象者の基準（不登校の基準）

④その他

市町村

・課題ありとした県・指定都市のうち、「要因
を的確に把握するための本人・保護者への
調査が必要」（18 県、55 市）と回答。 
・児童生徒や保護者を対象とした不登校の実
態調査については、70～90％の地方公共
団体で実施できていない。 

ま
と
め
（
課
題
） 

・学校調査のみで不登校児童生徒の状況
を的確に把握することは十分ではなく、
児童生徒本人や保護者等への全国的な
調査を定期的に実施する必要がある。 
・不登校児童生徒が相談・支援の機関に
つながったとしても、その支援が児童生
徒や保護者のニーズにあったものになっ
ているのか、進学や進級で支援が途切れ
たりしていないかなどを把握することが
必要である。 

国
へ
の
要
望 

・国における児童生徒本人や保護者を直
接対象とする調査の定期的な実施 
・現行の「問題行動等調査」において、「学
校内外の機関等での相談・指導等を受け
た人数」に加えて、継続的な相談・指導等
につながっているかを調査する項目の検
討 

39

16

14

29

14

7

6

3

①人員不足

（①の内、SC・SSWの配置時間の拡充・増…

（①の内、生徒指導担当教員、支援員等の…

②SC・SSW等との連携・組織対応

③教職員の資質・意識の向上

④教職員の対応時間の不足

⑤校内教育支援センターの整備

⑥その他

県・指定都市

学校における不登校対策の体制上の課題 

173

60

82

82

32

40

19

17

①人員不足

（①の内、SC・SSWの配置時間の拡充・増員）

（①の内、生徒指導担当教員、支援員等の拡充）

②SC・SSW等との連携・組織対応

③教職員の資質・意識の向上

④教職員の対応時間の不足

⑤校内教育支援センターの整備

⑥その他

市町村

24

13

20

19

8

6

①有資格者少ない・なり手不足

（①のうち、特にSSW）

②地域差・郡部の配置

③資質向上・教員との連携

④雇用不安定

⑤その他

県・指定都市

SC・SSＷの人員確保の課題 

・ＳC・ＳＳＷ等の人員不足、有資格者等確
保に課題があり、人員確保やそのための
処遇の改善が必要である。 
・ＳC・ＳＳＷについて、学校内での組織対
応や家庭・関係機関等との連携に向けた
能力向上等に課題があり、学校の抱える
悩みや対応事例の共有を目的とした研修
の実施や、ＳＣやＳＳＷの意見交流の場を
設置することが必要であると考える。 

・常勤化の検討を含めた処遇の改善等に
向けた財政支援の充実 

・校内教育支援センターの設置割合が半数を超え
ているのは市町村の中学校のみであり、県・指定
都市の小中学校及び高校、市町村の小学校では設
置が十分に進んでいない状況にある。 
・学校外の教育支援センターの設置もさらなる整
備が必要な状況である。 
・各地方公共団体においては、校内、学校外にかか
わらず、教育支援センターの内容の充実のために
は、専任の人員を増員することが最も必要である
と考えている。 

・心の健康観察導入に伴う好事例の発信と
ともに、財政措置の充実 

・校内及び学校外の教育支援センター設置や運営
にかかる財政措置の充実 
・専任の人員（スタッフ）の雇用に必要な財政措置
の充実 

・メタバースの活用による効果的な事例の
情報提供 
・遠隔授業における効果的な事例の情報提
供 
 

・心の健康観察を導入している地方公共団
体では、不登校の早期発見・早期対応の推
進に繋がったという事例が挙げられてい
る。 
・地方公共団体において導入率は低い。導
入や維持管理のための予算の確保などの
課題が導入に向けた障壁となっている。 

・メタバースの活用については、児童生徒の
新たな居場所として効果が認められている
が、安定したネットワーク環境など技術的な
課題もある。 
・ＩＣＴを活用することについて、成果等を整
理していくためにも好事例を積極的に共有
していく必要がある。 

16

14

20

4

3

13

①教職員の負担増

②対応遅れ・SOS見落とし

③蓄積したデータの分析・活用方法

⑤運用に係る予算の確保

⑥児童生徒のマンネリ化・負担

⑦その他

市町村

心の健康観察の運用課題 

27

52

41

47

44

48

4

32

48

39

44

41

47

4

ア ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ーや…

イ 専 任 の 人 員 の 配 置

ウ 相 談 や カ ウ ン セ リ ン グの 実 施

エ 適 切 な 予 算 の 確 保

オ 環 境 整 備

カ ス タ ッ フ の 研 修 ・ 育 成、 生 徒・…

キ そ の 他

県・指定都市

県・指定都市

小中学校

県・指定都市

高校

160

92

24

25

5

5

5

22

①予算の確保

②導入効果等の教職員の理解促進

③教職員の負担増

④運用にあたっての組織体制

⑤個人情報・データの管理

⑥保護者の理解促進

⑦アプリの選定

⑧その他

市町村

心の健康観察の導入課題 

166 

308 

227 

266 

255 

285 

11 

ア スクールカウンセラーや…

イ 専任の人員の配置

ウ 相談やカウンセリングの実施

エ 適切な予算の確保

オ 環境整備

カ スタッフの研修・育成、生徒・保護者へ…

キ その他

市町村

校内教育支援センターの充実に必要な点 

9

1

1

児童生徒の新たな支援の場・居場所

学校・教員とのつながり向上

生活習慣改善

市町村

9

1

1

1

1

1

1

児童生徒の新たな支援の場・居場所

学校に登校できた

学校・教員とのつながり向上

生活習慣改善

自己決定力向上

学力向上

保護者等の気持ちが楽になった

県・指定都市

メタバースの導入効果 
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